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푝푖 = 푃(푦푖/퐸푖)− 1휖 , 휖 > 1 (3)
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푖 − 푃𝑤1푖푛1푖 − 푃𝑤2푖푛2푖 (4)
𝑤2푖 は非正規労働の実質賃金率である。
企業 푖が利潤 Π푖を最大化するように正規労働の雇用量 푛1푖、非正規労働の雇用量 푛2푖、正規雇用












































1 − 훽 (9)
(9)式を (2)式に代入すると以下の式が得られる。
휃푖 = (훽𝑤1푖)훽 (10)
次に、(8)式を (5)式に代入すると以下の式が得られる。
푛1푖 = 퐸푖 (1 − 1
휖
) 휖 퐴휖−1훼휖 훼+1−훼휃훼(휖−1)푖 (1 − 훼) (1−훼) (휖−1) (
𝑤1푖
𝑤2푖
) (1−훼) (휖−1)𝑤−휖1푖 (11)
(11)式を (8)式に代入すると以下の式が得られる。
푛2푖 = 퐸푖 (1 − 1
휖
) 휖 퐴휖−1훼휖 훼−훼휃훼(휖−1)푖 (1 − 훼) (1−훼) ( 휖−1)+1(
𝑤1푖
𝑤2푖
) (1−훼) (휖−1)+1𝑤−휖1푖 (12)
次に、足立（2000）に従い、企業の集計化を行う。ここで、全ての企業は同一の生産技術をも
ち、同一の需要関数に直面していると仮定すると、全ての企業は同一の決定を行っていることに
なり、𝑤1푖 = 𝑤1、𝑤2푖 = 𝑤2、푝푖 = 푃、퐸푖 = 퐸 が成り立つ。したがって、(10)-(12)式より、휃푖 = 휃、





















を 푚とすると、푁1 = 푚푛1、푁2 = 푚푛2が成り立つ。
ここで、マクロ経済全体の問題を考えるために、足立 (2000) に従い予想賃金率が現実の賃金率







𝑤2 + (1 − 푁1 + 푁2
퐿
)𝑤푢 (14)










1 − 훽 (16)
휃 = (훽𝑤1)훽 (17)
푁1 = 푚퐸 (1 − 1
휖
) 휖 퐴휖−1훼휖 훼+1−훼휃훼(휖−1) (1 − 훼) (1−훼) (휖−1) (𝑤1
𝑤2
) (1−훼) (휖−1)𝑤−휖1 (18)
次に、予想需要 퐸 と現実の産出量 푦が一致すると考えると、以下の式が得られる。
푦 = 퐸 (19)
よって、総生産量を푌 とすると、푌 = 푚푦 = 푚퐸 となるので、(18)式は次のように書き換えること
ができる。
푁1 = 푌 (1 − 1
휖
) 휖 퐴휖−1훼휖 훼+1−훼휃훼(휖−1) (1 − 훼) (1−훼) ( 휖−1) (𝑤1
𝑤2
) (1−훼) (휖−1)𝑤−휖1 (20)
次に、家計の労働供給行動を考える。各家計は、供給可能な労働量 ?¯? のうちから正規労働量 𝑙1
や非正規労働量 𝑙2を供給し、失業した場合は失業補償 𝑤푢 を受け取る。したがって、各家計の消
費関数 푐は以下のようになる。
푐 = 𝑤1𝑙1 + 𝑤2𝑙2 + 𝑤푢 ( ?¯? − 𝑙1 − 𝑙2) (21)
各家計は、消費と余暇を考慮した以下の効用関数を最大化すると仮定する。

















(휖 − 1)훼 (25)
投資を実質総利潤 Π푃 の増加関数であると仮定すると、投資関数 𝐼を以下のように表すことがで
きる。
𝐼 = 훾 + 훿Π
푃
훾, 훿 > 0 (26)
(24)-(26)式を考慮すると、財市場の均衡式は以下のようになる。
푌 = 퐶 + 𝐼 = 훽[(𝑤1 − 𝑤2)푁1 + 𝑤2퐿] + 훾 + 훿 𝑤1푁1(휖 − 1)훼 (27)
次に、(1)(15)式を用いると、総生産푌 = 푚푦は次のように表すことができる 3。
푌 =
𝑤1휖
훼(휖 − 1)푁1 (28)
ここで、財市場において正規雇用の調整が行われると仮定すると、次式が得られる。
¤푁1 = 푎{훽[(𝑤1 − 𝑤2)푁1 + 𝑤2퐿] + 훾 + 훿 𝑤1푁1(휖 − 1)훼 − 푌 }, 푎 > 0 (29)
(29)式は、財市場が超過需要であれば正規雇用量 푁1が増加するということを示している。
次に、正規労働の賃金 𝑤1の調整式を次のように仮定する。
¤𝑤1 = 푏{푥퐿 − (1 − 훽)𝑤1퐿}, 푏 > 0 (30)





の値をとるとする。すると、(16)式から 푥、(17)式から 휃、(28)式から푌 が決まる。よって、(20)










賃金主導 + − + + + −
利潤主導 + − − ± + −
























正規労働の賃金と雇用は増加する。 ¤푁1 = 0の直線が右上がりになっているのが賃金主導型経済の
特徴で、財市場において賃金の増加が有効需要を増加させることを示している。なお、 ¤𝑤 = 0の
直線が右下がりの場合もあり得るが、ここでの議論の本質は変わらない。











以上は、Bowles and Boyer (1990) で示された議論と対応している。図３は、Bowles and Boyer
(1990) における失業補償の増加の影響を示したものだが、図１、２とは異なり、財市場において
財需要増加の影響が示されている 5。つまり、Bowles and Boyer (1990) においては、失業補償の
増加により消費需要が増え、財需要が増加している。
푁1
















(퐿 − 푁1 − 푁2)𝑤푢 = 푡 𝑤1푁1(휖 − 1)훼 (31)
푡は利潤に対する租税率であり、右辺が租税収入、左辺が失業補償の総額を表している。以上のこ
とを考慮すると、投資関数は次のようになる。
𝐼 = 훾 + 훿 (1 − 푡)𝑤1푁1(휖 − 1)훼 (32)
(15)(31)式を (32)式に代入すると、次式が得られる。
𝐼 = 훾 + 훿[𝑤1푁1
휖 − 1 − (퐿 − 푁1 −
𝑤1
𝑤2
























































































1푖 (𝑤1푖 − 푥푖)훽 (훼−
훼




+ 훼 − 1)푛−11푖 푃𝑤1푖 < 0 (37)
푎12 = (1 − 훼 − 1 − 훼
휖
)푛−22푖 푃𝑤1푖 > 0 (38)
푎13 = (훼 − 훼
휖
− 1)푃 < 0 (39)
푎21 = (훼 − 훼
휖
)푛−11푖 푃𝑤2푖 > 0 (40)
푎22 = (−훼 − 1 − 훼
휖
)푛−12푖 푃𝑤2푖 < 0 (41)
푎23 = (훼 − 훼
휖
)훽(𝑤1푖 − 푥푖)−1푃𝑤2푖 > 0 (42)









(1 − 훼) (휖 − 1)
휖
푛−1푖2 푛1푖 > 0 (44)
푎33 = 푃[훽훼(휖 − 1)
휖








+ 훼 − 1)(−훼 − 1 − 훼
휖
) − (1 − 훼 − 1 − 훼
휖










= 푃2푛−12푖 𝑤2푖 [
(휖 − 1) (1 − 훼)
휖
× 훼(휖 − 1)
휖
+ 휖훼 + 1 − 훼
휖











−훼 + 휖 (훼 − 1)
휖
× (1 − 훼)(휖 − 1)
휖
+ (1 − 훼)(휖 − 1)
휖





푎11푎22푎33 + 푎12푎23푎31 + 푎21푎32푎13 − 푎13푎22푎31 − 푎11푎23푎32 − 푎12푎21푎33












= 훽푐훽−1(𝑤2 − 𝑤푢) ( ?¯? − 𝑙1 − 𝑙2)1−훽 − 푐훽 (1 − 훽)( ?¯? − 𝑙1 − 𝑙2)1−훽 = 0 (50)
(50)式を変形すると、次式が得られる。
𝑙2 = 훽( ?¯? − 𝑙1) − (1 − 훽)𝑤1𝑙1 + 𝑤푢 (𝑙 − 𝑙1)
𝑤2 − 𝑤푢 (51)
次に、(51)式を ?¯? − 𝑙1 − 𝑙2に代入すると、次式が得られる。
?¯? − 𝑙1 − 𝑙2 = (1 − 훽)𝑤2 ?¯? + (𝑤1 − 𝑤2)𝑙1




































휖 − 1 −
𝑤1휖
훼(휖 − 1)푁1] (55)
次に、(30)式に、(14)(15)(54)式を代入すると、次式が得られる。
¤𝑤1 = 푏{ 1
훼









훼−1 (1 − 1
휖
) 1훼−1푁1]𝑤푢 − (1 − 훽)𝑤1퐿} (56)
(55)(56)式より、均衡値の近傍でのヘシアンの要素は以下のようになる。
푏11 = 푎[𝑤1(훿 − 휖)
훼(휖 − 1) + 훽(𝑤1 − 𝑤2)] (57)
푏12 = 푎[훽푁1(𝑤1 − 𝑤2) + 𝑤2퐿
𝑤1
+ (훿 − 휖)푁1
훼(휖 − 1) ] (58)
푏21 = 푏[𝑤1
훼





− 푁1𝑤푢 (1 − 훼훽)
𝑤2
− (1 − 훽)퐿] (60)
ここで、푏11 < 0、푏22 < 0、|푑푒푡 | = 푏11푏22 − 푏12푏22 > 0が成り立ち、この動学体系は安定であ
るとする。なお、푏11 < 0はケインジアン安定条件と言われるものであり、これが成り立つために




= − (퐿 − 푁1 − 푁2)푏12|푑푒푡 | (61)
푑𝑤1
푑𝑤푢
= −푏11(퐿 − 푁1 − 푁2)|푑푒푡 | > 0 (62)
(54)式より 푑𝑤2푑𝑤푢 < 0が成り立つので、
푑 ( 𝑤1𝑤2 )
푑𝑤푢




















1−훼 (1 − 훼) (1 − 1
휖
) 11−훼 (퐿 − 푁1) + 훾
+ 훿[𝑤1푁1
휖 − 1 − (퐿 − 푁1 −
𝑤1
𝑤2
× 1 − 훼
훼
푁1)𝑤푢] − 𝑤1휖
훼(휖 − 1)푁1} (63)
したがって、ヘシアンの以下の要素がこれまでの体系とは異なる。
푏′11 = 푎[훽𝑤1 − 훽𝑤2 +
훿 − 휖
훼(휖 − 1)𝑤1 + 훿𝑤푢 (1 +
𝑤1
𝑤2
× 1 − 훼
훼
)] (64)
푏′12 = 푎[훽푁1 + 𝑤2훽(퐿 − 푁1)
훼(훽 − 1)








𝜕 ( 𝑤1𝑤2 )
𝜕𝑤1
] (65)










(퐿 − 푁1 − 푁2) (−푏′11 − 훿푏21)
|푑푒푡 |′ (67)
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